タイからの輸入冷凍食品の安全管理システム構築に関する研究 by 下出 真義
タイからの輸入冷凍食品の安全管理システム構築に
関する研究


























第 1 章 日本の食料供給を取り巻く課題・・・・・・・・・・・・・・4 
 1-1 食料自給率の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4 
 1-2 頻発する「食の不祥事」・・・・・・・・・・・・・・・・・・6 
 1-3 シジシージャパンにおける消費者クレーム・・・・・・・・・7 
 1-4 日本にとってタイの重要性・・・・・・・・・・・・・・・・8 
第 2 章 現地調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9 
 2-1 調査方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9 
 2-2 調査対象企業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 
 2-3 調査結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 
  2-3-1 総括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 
  2-3-2 Minimum GMP とタイ GAP・・・・・・・・・・・・・・14 
  2-3-3 Minimum GMP によるチェック結果・・・・・・・・・・15 
第 3 章 考察・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22 
 3-1 ダブルスタンダードの存在・・・・・・・・・・・・・・・・22 
 3-2 品質管理者不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23 














た。日本は現在、供給熱量ベースで食品自給率は約 40 %であり、食品の約 60 %を海外から
輸入している。また、農林水産省発表の農林水産物輸出入概況 2008 年確定値によると、2008
年における日本のタイからの農林水産物資の輸入量（金額ベース）は 5.8 %（国別順位 5 位）
であることから、タイは日本にとって重要な貿易相手国となっていることがわかる。日本人
は世界一のエビ消費国であることを考え、エビを題材に今回の研究を行った。JETRO 貿易投






義 GMP 内容と生産現場の実態検証結果、生産現場では GMP とは異なり取引先企業別工程管












第 1 章 日本の食料確保を取り巻く課題 






















注．日本の食糧自給率（供給熱量ベース）の変遷。2000 年度より 6 年間日本の食糧自給率は 40 %
を保っていたが、2006 年度に初めて 40 %を下回り、2008 年度には 41 %に上昇した。 
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表－２．食料自給率(供給熱量）の国際比較（％）
１９６１年 １９７１年 １９８１年 １９９１年 ２００３年
オーストラリア ２０４ ２１１ ２５６ ２０９ ２３７
カナダ １０２ １３４ １７１ １７８ １４５
フランス ９９ １１４ １３７ １４５ １２２
ドイツ ６７ ７３ ８０ ９２ ８４
イタリア ９０ ８２ ８３ ８１ ６２
オランダ ６７ ７０ ８３ ７３ ５８
アメリカ １１９ １１８ １６２ １２４ １２８
資料：農水省「食料需給表」
スペイン ９３ １００ ８６ ９４ ８９
スイス ５１ ４９ ５６ ６２ ４９
イギリス ４２ ５０ ６６ ７７ ７０





１９６１年 １９７１年 １９８１年 １９９１年 ２００３年
オーストラリア ２９９ ２６２ ３６７ ２４６ ３３３
カナダ １２６ １６４ ２０８ ２２３ １４６
フランス １１６ １６１ １７３ ２１４ １７３
ドイツ ６３ ７８ ８２ １２６ １０１
イタリア ８１ ７１ ８０ ８７ ７３
オランダ ３５ ３３ ２８ ２８ ２４
アメリカ １１５ １３５ １８４ １２６ １３２
資料：農水省「食料需給表」
スペイン ８３ ８８ ５８ １００ ６８
スイス ３４ ３４ ３９ ６４ ４９
イギリス ５３ ６５ １０６ １２２ ９９










































































任は含まない。2009 年 3 月 1 日から 10 月 31 日までのクレーム受付内容分類。 
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USA China Australia Canada Thailand
１７，２０５（３１．１） ６，９４５（１２．６） ４，８０２（８．７） ３，３８７（６．１） ３，１０３（５．６）
Malaysia China Canada Indonesia Australia
１７９７（１２．９） １，７８７（１２．９） １，３５８（９．８） １，１９４（８．６） １，１７５（８．５）
China USA Russia Chile Thailand
３，３３６（２０．４） １，４１２（８．６） １，１９９（７．３） １，１８３（７．２） １，１６０（７．１）
USA China Australia Canada Thailand












 本研究では、先ず米国大手食品企業 KRAFT 社関連企業である味の素ゼネラルフーヅ株式





最低限遵守を必要とする minimum Good Manufacturing Practice（GMP）と、それ以上の要
求事項の 2 カテゴリーが分かれており、必要に応じてチェック項目を追加・削除してチェッ





している食品生産に関する講義は主にHazard Analysis Critical Control Point（HACCP）やThai 
Good Aqua-cultural Practice についての内容である。 
その他にも CoC という認証がある。HACCP については、講義内容は他国や第 3 社認証機関
が認証している内容とほぼ遜色のないものであった。Thai Good Aqua-cultural Practice の認
証については国際的な認証でないため内容の比較はできなかった。ただし Good Agricultural 
Practice の概念を養殖に応用させたものとして認識すれば、特に遜色はないものと考えられ
た。また、minimum GMP との比較では、39 項目中 7 項目が満たされておらず不適とした。
CoC については Thai Good Aqua-cultural Practice と要求事項であるものの満たす要求事項数
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が、Thai Good Aqua-cultural Practice よりも多いことで、環境保護や企業の社会的責任につ
いて満たしていると考えられる内容となっている。これらの HACCP や Thai Good 
Aqua-cultural Practice の認証はタイ国政府が行っており、タイ国内でエビ養殖業を行うため
には、最低限タイ国政府が発行する Thai Good Aqua-cultural Practice の認証を取得する必要
があることがわかった。 
 
 以上の技能研修を踏まえて、minimum GMP の内容とタイで行われている教育内容および





















番号 企業名 企業規模 見学場所 
1 不明 個人経営 エビ養殖場 
2 Thai Royal Frozen Foods Co.,Ltd 中規模企業 エビ養殖場及び加工場 
3 The Union Frozen Products Co.,Ltd 大手企業 加工場 





























タイ国内向けのエビを養殖している企業については、必ずしも Thai Good Aqua-cultural 
Practice の実践を行っていないことがわかった。Thai Good Aqua-cultural Practice で要求さ
れている水質チェックや給餌の記録など一式が現場で管理されていなかった。これらの記録











義は主に Hazard Analysis Critical Control Point（HACCP）や Thai Good Aqua-cultural Practice
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についての内容である。その他にも CoC という認証がある。HACCP については、講義内容
は他国や第 3 社認証機関が認証している内容とほぼ遜色のないものであった。Thai Good 
Aqua-cultural Practice の認証については国際的な認証でないため内容の比較はできなかった。
ただし Good Agricultural Practice の概念を養殖に応用させたものとして認識すれば、特に遜
色はないものと考えられた。また、minimum GMP との比較では、39 項目中 7 項目が満たさ
れておらず不適とした。CoC については Thai Good Aqua-cultural Practice と要求事項である
ものの満たす要求事項数が、Thai Good Aqua-cultural Practice よりも多いことで、環境保護
や企業の社会的責任について満たしていると考えられる内容となっている。これらの HACCP
や Thai Good Aqua-cultural Practice の認証はタイ国政府が行っており、タイ国内でエビ養殖




講義は主に Hazard Analysis Critical Control Point（HACCP）や Thai Good Aqua-cultural 
Practice についての内容である。その他にも CoC という認証がある。HACCP については、
講義内容は他国や第 3 社認証機関が認証している内容とほぼ遜色のないものであった。Thai 
Good Aqua-cultural Practice の認証については国際的な認証でないため内容の比較はできな
かった。ただし Good Agricultural Practice の概念を養殖に応用させたものとして認識すれば、
特に遜色はないものと考えられた。また、minimum GMP との比較では、39 項目中 7 項目が
満たされておらず不適とした。CoC については Thai Good Aqua-cultural Practice と要求事項
であるものの満たす要求事項数が、Thai Good Aqua-cultural Practice よりも多いことで、環
境保護や企業の社会的責任について満たしていると考えられる内容となっている。これらの
HACCP や Thai Good Aqua-cultural Practice の認証はタイ国政府が行っており、タイ国内で
エビ養殖業を行うためには、最低限タイ国政府が発行する Thai Good Aqua-cultural Practice
の認証を取得する必要があることがわかった。 
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2-3-2 Minimum GMP とタイ GAP との相違点 
 Thai Good Aqua-cultural Practices は、Minimum GMP との対比では、項目数も不足してお
り国際基準としては不十分である。したがって、CoC 認証取得が望まれる。 
表 8．minimum GMP と Thai Good Aqua-cultural Practice との相違点。 































他の項目については、minimum GMP と同等あるいは判定不能と判断した。 
 
2-3-3 Minimum GMP によるチェック結果 




表 9．Minimum GMP 対応表と工場内の管理状況の比較表。 
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ればならない。 






























































































































































































機関 Department of Fishery にて管理しているとのことだが未確認）を考慮すると、
毎日記録することが必要であるはずの給餌記録の管理については最低でもされてい
ないことが推測される。一方でタイ国外向けエビ加工品製造企業へエビを出荷する企
業では、記録類の管理等現場管理が行き届いており、経営者としても Thai Good 
Aqua-cultural Practice への取り組みについて意識が高いことが伺える。 
 加工場については前述したようにタイ国外向けエビ加工品製造企業は Thai 






























































































*1 総合食料自給率（カロリー・生産額等）：農林水産省（2009 年） 
*2 農林水産物輸出入概況 2008 年確定値：農林水産省（2009 年） 
*3 主要先進国の食糧自給率：農林水産省（2004 年） 
*4 CGC クレームデータベース：株式会社シジシージャパンクレームデータベース
（2009 年） 
*5 SUPPLIER AND CO-MANUFACTURER QUALITY EXPECTATIONS：KRAFT 
FOODS（2002） 
*6 改訂 食品の安全を創る HACCP：小久保他（2008 年） 
*7 HACCP 研修 ワードテキスト（第 1 版）：日佐他（2008 年） 
*8 HACCP 研修 パワーポイントテキスト（第 1 版）：日佐他（2008 年） 
*9 EUREP GAP 管理者育成テキスト（第 2 版）：SGS ジャパン株式会社（2007 年） 
*10 JETRO「貿易投資白書」2007 年 
